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研究成果の概要（和文）：　等化の手法を用いると，形式的には任意の二つの異なるテストの対応づけ（linking）が
可能である．しかしながら，意味ある対応づけを保証するには，テスト得点だけでなく対応づけ得点にもある程度の高
い信頼性が必要である．本研究では，単一グループデザインのもとでの線形対応づけに焦点を絞り，対応づけ得点のた
めの測定の標準誤差と信頼性指数を提案した．さらに，実際の大規模テストの結果を利用し，信頼性の観点から線形対
応づけの対応づけ可能性を検討した応用例を示した．

研究成果の概要（英文）： Any two different tests can be linked formally by applying equating methods. 
However, not only test scores but also linked scores should have a high degree of reliability to ensure 
meaningful linking. In this study, we focus on linear linking under single group design and propose a 
standard error of measurement and an index of reliability for linearly linked scores. Furthermore, we 
present applied examples that examine the linkability of linear linking from the perspective of 
reliability with the results of actual large-scale tests.

研究分野：教育測定学
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１．研究開始当初の背景 
 本研究では、異なる二つのテスト間のスコ
アを結びつけることを対応づけ（linking）と
呼ぶことにする。とくに、二つのテストが同
一の構成概念を測定しているなどの条件を
満たす場合には「等化」と呼ばれる。等化の
例として、TOEFL の異なる二つの版（同一
テストの異なる版）の対応づけがあげられる。
一方、実際のテストの運用場面では、上述し
た等化の枠組みに収まらないスコア間の対
応づけが必要とされるようになってきた。そ
の例として、法科大学院の入学者選抜に利用
される実施主体の異なる二つの適性試験の
対応づけがあげられる（柴山・野口、2004）。
さらに教育現場でも、小中学校対象の全国学
力調査と地方自治体における学力調査との
対応づけなどに関心が高まりつつある（石井、
2008など）。教育現場の形成的評価をはじめ、
実施主体の異なる試験から意味のある有益
な教育情報を引き出すためには、対応づけの
際の誤差評価を含めた包括的な対応づけ技
術の確立が必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、等化を含む対応づけ技術の向上
に資することを目的とし、既存の等化手法に
分割統治法（divide and conquer algorithm）
の考え方を応用した新しい対応づけ技術を
確立するための基礎研究を実施するもので
ある。 
 
３．研究の方法 
 当初は、二つのテストを適当に分割して対
応づけすると対応づけの標準誤差を減少さ
せることができるという佐藤・柴山（2010a）
の示唆に基づき、対応づけの標準誤差に着目
して研究を進めていた。しかしながら、初年
度（平成 23 年度）の研究発表等から新たな
知見が得られたため、基礎研究の方向性を対
応づけ得点の信頼性という新たな視点を対
応づけ可能性分析に応用することに軌道修
正した。線形等化法を利用した対応づけの場
合に焦点を絞り、対応づけ得点の測定モデル
を構築するとともに、対応づけ得点の信頼性
に関する指標を定式化した。さらに、いくつ
かの大規模試験の対応づけ可能性分析を通
し、提案指標が対応づけ得点の信頼性評価に
役立つことを例示した。  
 
４．研究成果 
(1) 表記法および基礎事項 
 本稿では、任意の確率変数 U, V の統計量
について、以下のような表記法を一貫して用
いることにする。 
 

 
 古典的テスト理論（Holland & Hoskens、 
2003）によれば、テスト Xにおける観測得点

XS は、真の得点 X とそれとは無相関の測定
誤差 X を用いて、 
 
 XXXS    (1) 
 
と表される。ここで、 X , X , XS は有限の
平均と分散をもつ確率変数とする。測定誤差
については、 0)( XE  が仮定されるとともに、

)(2
X は測定誤差分散、その正の平方根
)( X は測定の標準誤差と呼ばれる。 

 
テスト X の信頼性係数は、分散比

)(/)( 22
XX S として定義される。信頼性指

数は、信頼性係数とは別の定義をもつ信頼性
指標の一つであり、観測得点とその真の得点
との相関係数 ),( XXS  として定義される。な
お、信頼性指数の 2 乗 ),(2

XXS  は、個々の
テ ス ト の 場 合 、 信 頼 性 係 数 の 定 義

)(/)( 22
XX S と同値である（池田、1973、 

p.77）。 
 
(2) 対応づけ得点の測定モデル 
 第一の研究成果は、対応づけ得点の測定モ
デルを記述したことである。いま、適切なデ
ータ収集デザインのもとでテストXをテスト
Y に対応づけする場面を想定しよう。本研究
では、対応づけ得点は共通尺度の真の得点を
別のテストを通して間接的に測定した結果
であると考える。このとき、対応づけ得点

)( XY Sl は、真の得点 Y と測定誤差 'Y を用い
て、 
 
 ')( YYXY Sl     
 
と表される。ここで、 Y , 'Y , )( XY Sl は有
限の平均と分散をもつ確率変数とする。ただ
し、(1)式のように、 Y と 'Y の間に特別な関
係を仮定しない。 
 
(3) 対応づけ得点の信頼性に関する指標 
 第二の研究成果は、線形等化法を利用した
対応づけの場合に焦点を絞り、対応づけ得点
の信頼性に関する指標を提案したことであ
る。上述の測定モデルから出発し、以下の指
標を定式化した。 
 
 対応づけ得点の測定誤差の期待値は、 
 
 )()()'( YYY SESE     
 
と表される。線形等化法を利用する場合、そ
の基本的な性質から 0)'( YE  である。 
 
 対応づけ得点の測定誤差分散は、 の平均

の共分散

の分散

の期待値
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と表される。ただし、 ),(2

YYS  はテスト Y
の信頼性係数である。上式の正の平方根

)'( Y が対応づけ得点の測定の標準誤差で
ある。 
 
 対応づけ得点の信頼性指数は、対応づけ得
点とその共通尺度における真の得点との相
関係数と定義すれば、 
 

と表される。 
 
(4) 対応づけ可能性分析への応用 
 第三の研究成果は、いくつかの大規模試験
の対応づけ可能性分析を通し、提案指標が対
応づけ得点の信頼性評価に役立つことを例
示したことである。ここでは、法科大学院全
国統一適性試験（Japan Law School Admission 
Test, JLSAT）の対応づけ可能性分析の例を
示す。 
 
 2011年に実施されたJLSATの試験結果を利
用し、同じテストの版 X, Y を単一グループ
デザインのもとで線形等化する状況を想定
する。この例では、両回受験者 4,915 名から
1,000 名を共通受験者として無作為に抽出し、
第 1 回の試験結果を版 X（72 項目）、第 2 回
の試験結果を版 Y（72 項目）として 2値の項
目反応データを作成した。なお、実際には、
本適性試験の第 1回と第 2回はもう少し複雑
なデータ収集デザインのもとで等パーセン
タイル等化されている（佐藤・柴山、2010b）。
この例は、あくまでも対応づけ可能性の検討
例を示すための状況設定であることに注意
されたい。なお、試験結果のより詳しい内容
については、適性試験管理委員会（2011）を
参照されたい。 
 
表１に、共通受験者 1,000 名の正答数得点
についての統計量を示す。表２と表３に、尺
度 X, Y における版 X, Y の測定の標準誤差と
(信頼性指数)2を示す。太字でない数値は、そ
れぞれの尺度におけるテスト得点の信頼性
を表し、Cronbach のα係数を用いて推定され
た。また、太字の数値は、それぞれの尺度に
おける等化得点（対応づけ得点）の信頼性を
表し、前述の提案指標を用いて推定された。 
 
版 X, Y の信頼性係数を正しく評価できる
なら、表２と表３を用いて以下のような対応
づけ可能性分析が考えられる。たとえば、尺
度 Yを共通尺度とする場合、版 Yの受験者に
おけるテスト得点の測定の標準誤差は 3.74
であり、(信頼性指数)2は 0.823 である。それ

に対し、版 Xの受験者における等化得点の測
定の標準誤差は 5.15 であり、(信頼性指数)2

は 0.673 である。これらの数値から、尺度 Y
においては、版 Yのテスト得点の方が版 Xの
等化得点より信頼性が高いことがわかる。さ
らに、表２と表３は、どちらの尺度を共通尺
度とすればよいかについて一つの判断材料
を与えてくれる。たとえば、テスト得点も等
化得点も(信頼性指数)2 > 0.7 としたい場合、
あるいはテスト得点と等化得点の(信頼性指
数)2の値をなるべくそろえて報告したい場合、
尺度Xを共通尺度とした方がよいことを判断
できる。 
 

 

 

 
(5) 今後の展望など 
 提案指標の利用は、厳密には単一グループ
デザインまたは等価グループデザインのも
とで線形等化法を利用する場合に限られる。
また、実際のテストの等化には、線形等化法
だけでなく等パーセンタイル法も広く利用
されている。今後の課題の一つは、非線形な
等化法と提案指標との関係を検討すること
である。そのような制限はあるものの、本研
究を通して、これまで十分な議論がなかった
対応づけ得点の信頼性評価というテーマに
着手したことは一つの成果といえよう。 
 
本研究の主たる成果は、佐藤・柴山（2014）
にまとめられている。全期間を通した研究成
果は、分割統治法の考え方を応用した新しい
対応づけ技術の開発へとつながるものであ
る。 
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表１　正答数得点の基礎統計量

※版X：第1回、版Y：第2回
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測定の標準誤差 (信頼性指数)2

版X 3.76 0.758
版Y 3.98 0.730

尺度X

※太字：等化得点の信頼性

表２　テスト得点と等化得点の信頼性（尺度X）

測定の標準誤差 (信頼性指数)2

版X 5.15 0.673
版Y 3.74 0.823

表３　テスト得点と等化得点の信頼性（尺度Y）
尺度Y

※太字：等化得点の信頼性
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